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2A18 大学祭ベンチャー 設立の推進方策に 関する実証的研究 

0 新谷由紀子 ( 国際科学振興財団 ) , 菊本 虔 ( 筑波大先端学際領域研究センタⅡ 

1. 大学 発 ベンチヤ一の 現状と背景 

経済産業省は 本年 5 月、 「新市場，雇用創出に 向けた重点ブラン」において、 3 年間に 1000 

社の大学 発 ベンチャーを 設立するという 計画を発表した。 本 プラシは 5 月 25 日の第Ⅰ 回 「産 

業構造改革・ 雇用対策本部」 ( 本部長 : 小泉純     - 部首相 ) 会合において 平沼経済産業大臣が 

提案したもので、 15 の政策課題が 掲げられており、 そのトップに 上げられた「イノベーシ 

ョンの基盤整備」の 中に盛り込まれたものであ る " さらに 7 月 31 日には、 経産相 V り 諮問機 

関 であ る産業構造審議会の 産学連携推進小委員会が「技術革新システムとしての 産学連携 

の 推進と大学 発 ベンヂャー創出に 向けて」という 方針を打ち出し、 これを経済財政諮問 会 

議 に提出して 2002 年度予算概算要求に 盛り込む予定でいることが 発表されている。 

大学 発 ベンチヤ一の 設立については、 産学連携における 数多くの成功によって 経済再生 

の原動力を得たとされるアメリカやドイツと 比較し、 日本は大きく 立ち遅れている。 日本 

の場合、 2000 年 9 月現在で 128 社の大学・高専 発 のべンチャーが 立ち上がっており L1990 

年代後半に入ってから 大きく増加する 傾向にあ るが、 欧米諸国との 比較からみるとやはり 

少数であ る 

2. VBL から見た大学 発 ベンチャー支援方策 

このように、 アメリカやドイツと 比べて著しく 低調であ るロ本の大学 発 ベンチャーを 、 

大幅に増加させていくにはどのようにすればよいのか。 こ 二では、 様々 な 政府のべンチャ 

一 支援策のうち、 平成 7 (1995) 年度以来、 各国立大学に 整備が進められてきた、 「ベンチ 

ヤー・ビジネ 、 ス ・ラボラトリー (vBL) 」の現状と課題の 分析を通じて、 ベンチヤ一の 育成・ 

支援策のあ り方を明らかにすることとしたい。 

vRL 設立の趣旨は 、 

①将来の産業を 支える基盤技術であ る研究開発プロバラムの 推進 

②ベンチャー 精神に富んだ 創造的人材の 育成 

③専用の研究教育設備を 整備 

というものであ る。 大学院生を中心とする 若手研究者の 柔軟な発想、 と能力を最大限に 活用 

し 、 ベンチャービジネスの 萌芽となるべき 創造的な研究開発の 推進と、 高度な専門的職業 

能力を持つ企業家精神豊かな 人材の育成を 目的としたものであ る。 したがって、 全学的協 

力 体制の下で独自の 研究開発プロジェクトと 人材育成プロバラムを 策定し、 地域産業等と 

の連携にも貢献していく 取り組みが期待されているものであ る。 現在 VRl, は平成 13 年度 新 

設の富山大学を 含み、 35 大学に設置されている。 

今回は 13 年度に新たに 設置された 1 大学を除く 34 大学の VRL に対してアンケート 調査 

質問紙を配付し、 大学 発 ベンチャ一の 育成に関して VR しがどのような 効果をもたらしてい 

るか、 あ るいは、 どのような問題点を 抱えているのかについて 調査を行った " 調査結果の 
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概要は以下の 通りであ る。 

①実施日 平成 13 年 8 月 8 日 

②実施方法 郵送により調査栗を VBL 設置大学 (34 校 ) の研究協力部・ 課長 宛に 配付、 郵 

送 により回収 (9 月 5 日締め切り ) 。 

③回収件数，回収率 224 件・ 70.6% 

④回答者属性 - 
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2-l VBL が関与したべンチャー 

この調査の申で、 表 1 のような大学 発 ベンヂャーを 設立している VRL は g か 所あ り、 全 

体で 11 社のべンチャーを 立ち上げて                 その内 7 社までが情報関連の 会何であ る。 ベン 

チャ一 設立の下地は VBU 設立以前からあ ったものも多いであ ろうが、 V:BL 設立後ほ ほ Ⅰ～ 5 

午 以内にべンチヤ 一 が設立されている " 

表 l  VBL が関与したべンチヤ 一の設立年別件数     
大学 発 ベンチャー設立年 一存 擁乙 左記ベン テャ - の t,R[ 」設立年 -   
19 り 6 

__________I  '1 1 1995 l9 始 
  

ば 98 

1999 

2000   

2001 ｜ l 1996.1999(2  イ 牛 ) 

2-2  特許 

vRL での研究から 特許取得につながったものについての 問いには、 取得済みとする 回答 

が 2 大学、 出願中が 17 大学であ った。 取得済み ( 全体で 15 件 ) については、 個人帰属 8 

件、 国帰属 7 件とほほ半々であ るのに対し、 出願中 ( 全体で 229 件 ) のものはほとんどが 

偶人帰属 (216 件 ) であ り、 国帰属 (2 件 ) が大幅に減少している " これには、 T.(N の 整備 

が 進んだこととの 関連が推測される。 

2-3  プロジェクト 採択の基準 

vBL を使用するプロジェクトを 採択する場合の 必要条件となるものは、 「将来の産業を 

支える基盤技術であ る研究開発プロバラムを 遂行するプロジェクト ( ライフサイエンス、 

TT 、 環境、 ナ ノ テクノロジー・ 材料、 あ るいは各大学で 戦略的であ ると考えるところの 研究 

など ) 」が最も多く、 83.3% 、 次いで「若手研究者の 教育について 特別なプロバラムを 持っ 
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プロジェクト」 (45.8%) であ り、 ベンチャー設立を 意識したプロジェクトであ ることはほ 

とんど 必 、 要条件とはなっていない。 また、 必要条件 (/ りないⅦしも 2 件あ った ， 

2-4  ベンチャー起業の 講演会・セミナ 一等 

ベンチャー起業に 関する講演会，セミナ 一等については、 87.5% の VBL が平均 3 回 / 年 ; 

の講義・セミナ 一等を実施している。 対象はほとんどが 大学院生・ (88.2%) で、 学部学生 

巳 7.1%) も 若干高い数値を 示している， 

2-5  共同研究 

共同研究を実施している VR しは 75.0% で、 終了したものを 含めると平均 7 件の実績とな 

つ @ 。 」 " い 。 勺 " 

2-6  企業の人材の 受け入れ 

企業から研究者や 技術者を受け 入れている VBL は 36.4% で、 比較的少ない。 客員教官 

㈹． 0%) や 各員研究員 (11.7%) という身分で 受け入れている 場合も非常に 少ない。 

2-7  学生の派遺制度 

企業へ学生を 派遣して研修をさせる 制度があ る VRL, は、 全体で 2%0 と非常に少ない。 ま 

た． 、 「ないが現在計画中」であ る V 掛 ，も 21.7%/c@ と 少数であ る " 

2-8  その他ベンチャー 起業のための 支援 

上記の他にべ ン ヂャー 起業のための 事業を実施している VR[, は 7 大学あ った。 起業につ 

ながる研究・アイデアのコン ぺ の実施や特許出願の 支援などであ るが、 様々な関連行事を 盛 

んに行っでいるいくつかの 大学が目立っており、 大学によって 取り組み姿勢が 大ぎく異な 

っているといえる。 

2-g  WL の現状 

ベンチャー設立に 有効な施設となっていることやべンチヤ 一 設立の意欲のあ る学生の 

育成、 産業界等の人々が 出入りし ゃ ずい雰囲気づくし、 通常の研究室とぼ 異なる発想、 産 

業界向けの研究などは、 部分的に確認されている。 - 方 、 専任の教官・ 事務官の不足や 資金 

不 是の問題は大きく、 全学的な支援体制の 形成や知的所有権 関連の処理などの 問題も抱え 

ている。 

2-10  その他問題点・ 課題・意見 

核 となるリ エ ゾン担当教官や 再任行政官を 配置して欲しい 旨の要望は強い。 他にも講演 

依頼のだめの 謝金や研究費の 不足が指摘されている。 

以上で判明した vRL, の特徴として、 ネガティヴな 面を見ると、 企業との共同研究が 行わ 

れていない VR- が 25% あ るほか、 企業からの人材を 受け入れていない VBl, が 64%0 もあ り、 

学生の企業への 派遣に至っでは 98% の大学が実施していない。 逆に 、 ポジテイヴな 面とし 

では、 個人帰属の特許が 増加しており、 ベンヂャー起業の 講義・セミナーは 大半の v は [,;); 

実施している ， 

vR しは、 平成 7 年度の補正予算で 設置されたのがその 始めであ り、 その後も補正により 

措置されたことが 多かった。 そのた ぬ、 ①組織が設置されず、 したがって、 専任の教官・ 

事務官が配置されないで 単に建物と運営費が 措置されただけであ り、 ②最初に補正予算で 

措置されたために、 各大学で十分に 論議されないまま 予算 f ヒ されたという 特質を持って い 

る ，こうした状況が 示唆することは、 制度的、 全学的な取り 組みが遅れでおり、 施設 と運 
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常 費を工学関係教官に 平等に分配しだだけ、 という大学も 少なくない。 また、 今回調査票 

の返信のなかった 10 の大学についても、 フ オーラム開催時の 冊子 2) による紹介をみた 範 

囲ではそのような 傾向が認められる。 逆にべンチヤ 一 設立に 封 ずる積極的な 取り組みを し 

ている 鴨 しはきわめて 少数であ った。 

3. 大学祭ベンチヤ 一の創業を促進する 施策とはどのようなものか。 

先に紹介した、 平成 12 年度に実施した「大学等 発 ベンチャ - の現状と課題に 関する 調 

査 」の結果では、 ベンチャー自身が、 支援策として 地方自治体や 大学に望むものの 第 -- は、 

資金であ り、 人材の育成であ ったが、 その後に、 場所の問題や、 ソフト面での 支援などが 

続いている。 

他方、 これまで見てきた VBU は 、 少なくとも、 その設置目的 は 、 大学 発 ベンチャ一の 創 

業にっながる 技術ジ ーズの 研究開発であ り、 起業家精神に 富んだ人材の 育成であ る。 しか 

し 、 VRL の現実は、 このようなべンチヤ 一 創業を意識したセンタ 一の運営を行っていると 

ころ ほ 、 今回回答のなかった VRL まで含めると、 僅か全体の 2Q@M そこそこにとどまるので 

あ る。 大学によっては、 VBL が、 ベンチャーと 関係のない通常の 研究活動のために 占拠さ 

ね 、 ベンチャー設立準備のための 研究を大学覚で 行わざるを得なかった 事例まで報告され 

ている。 

そこで、 ベンチャー創業を 支援するためには、 VB 仁を、 その本来の設置目的であ る、 ベ 

ンチャー創業にっながる 研究開発と人材育成に 限定して使用ずる よう 徹底させる必要があ 

る 。 そのためには、 

① vR しを利用できる 研究プロジェクトを、 ベンチャー創業につながるものに 制限する 

こと ( プロジェクトの 採択にあ たっでは、 研究計画と併せて 起業化計画の 提出を求 

めることが 必 、 要であ る。 ) 

②起業家精神に 富んだ人材の 育成ができるよ う 、 大学と l, ては全学的な 連携・支援 体 

制を作るとともに、 政府も、 講義・セミナ 一のための事業費 ( 謝金・交通費等 ) の 

手当て等必要な 経費を措置すること、 

③研究開発の 方向の指導や、 特許戦略に関する 助言を受けられるよ う 、 必要な人材を 

外部から 招鴨 できるような 制度を作ること、 

が当面必要であ る。 

以上の措置は 、 僅かな運営費等の 措置で実施可能なものであ る。 これによって、 これま 

で、 多 。 の大学で、 本来の設置目的に 沿った運営が 行われていないと 指摘されてきた VBl, 

ほ ついて、 これまでそこに 投入されてきた 国の予算が初めて 生きることになり、 その設置 

の趣旨に従った 運営を図ることができるようになるの て ，あ る " 
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